


























































































































































































































































































































































































２ 改正行訴法 9条 2項の裁判実務への影響については、山下義昭（2012）「取消訴訟の
原告適格を基礎づける『法律上の利益』について（1）」、福岡法学論叢 56巻 4号、617‐
637頁を参照。



























１７ 清水晶紀（2014）・TKC Watch環境法 No.42。
１８ 判時 1992号 43頁。須藤陽子（2009）平成 20年度重判解（ジュリ 1376号）、46‐47
頁。
１９ 福永実（2014）・TKC Watch行政法 No.140。
－２６０－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
























２９ 川神裕（2006）「裁量処分と司法審査（判例を中心にして）」、判時 1932号 11頁。
３０ 村上（2013）、前掲書 23、14頁。
３１ 川神（2006）、前掲書 29、12‐13頁。
３２ 判時 1950号 27頁。由喜門眞治（2011）「圏央道あきる野 IC事業認定・収用裁決事




３４ 判時 710号 23頁。越智敏裕（2011）「日光太郎杉事件―土地の適正利用と文化的自
然環境の保護」、環境法判例百選［第 2版］、196‐197頁。




※本論稿は、平成 26年 6月 28日に開催された日本計画行政学会九州支部第 35回大会
（沖縄国際大学）における筆者による口頭報告「環境訴訟における行政裁量統制」を論
文としてまとめたものである。貴重な御助言を賜った諸先生方にお礼申し上げたい。
－２６２－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
